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自治体職員協力交流事業（LGOTP）
　中国における国際交流の担い手を育成するため、中国の地方政府職員を日本の地方自治体が研修員として受け入
れ、実践的な研修を行う「自治体職員協力交流事業」(Local Government Officials Training Program in Japan)を1996
年から実施しています。

 2018年度派遣実績
派遣先地方自治体 派遣元政府 研修分野
岩手県 遼寧省大連市 経済交流
岐阜県高山市 雲南省麗江市 医療（外科）、地方行政
静岡県浜松市 浙江省杭州市 観光、国際交流
滋賀県東近江市 湖南省常徳市 地方自治行政
京都府 陝西省 行政
鳥取県 吉林省 商工行政、国際行政
大分県 湖北省 観光、国際交流

　友好提携都市間等の交流の一環として幅広く活用され、2018年度ま
でにのべ507人の研修生を派遣しました。

海外自治体幹部交流協力セミナー
　地方自治の現状と課題について意見交換および情報交換を行うとともに、日本の文化などについても理解を深めて
もらい地域間交流の契機とすることを目的とした「海外自治体幹部交流協力セミナー」を1997年から実施しています。

　2017年度までにのべ129人の中国地方政府幹部職員等が日本の各地を訪
問しました。2017年度は兵庫県を訪問し、地方の観光振興について関係者
と意見交換等を行いました。

 2017年度実施実績
期間：2017年11月27日（月）～12月1日（金）
テーマ：会いたい兵庫～兵庫の観光対策～
＜概要＞
○セミナー（東京）：日本の地方自治制度についての講義等
○交流事業（兵庫県）：行政説明、視察、意見交換等

自治体職員協力交流事業・
海外自治体幹部交流協力セミナー

　JETプログラムは、「語学指導等を行う外国青年招致事業」(The Japan Exchange and Teaching Programme)の略
称で、海外の青年を招致し、地方自治体等で任用し、地域の国際交流の推進と外国語教育の充実を図る事業です。中
国からのJETの受け入れは、1992年から始まり2017年に25周年を迎えました。北京事務所では、JETプログラム経験者と
の連携強化を目的として、中国各地で意見交換会を開催しているほか、JETプログラム参加者向けに微信（WeChat）公
式アカウントを開設しました。

 中国JET派遣実績
　2018年度は新しく44人の方がJETプログラムに参加し、中国からのJETの受入開始以来、のべ1,365人となりました。そ
の経験者の多くは、日中友好の架け橋として各分野で活躍しています。

ALT CIR SEA 合計

2018年度-
現役JET 5人 64人 0人 69人

累計 114人 1,224人 27人 1,365人

ALT（外国語指導助手）：福井県1人・長崎県2人・沖縄県1人・北海道白糠町1人
CIR（国際交流員）：道県31人・政令指定都市6人、市町村26人
SEA（スポーツ国際交流員）：現役JETなし

JETプログラム
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クレア北京事務所
微信（WeChat）公式アカウント

小学校で開催された国際交
流事業に参加（舞鶴市CIR）

海外自治体幹部交流協力
セミナーでの行政説明
（兵庫県庁）

環境分野での研修

産直市場を視察する参加者

～JET参加者向けに微信（WeChat）公式アカウントを開設～
　JET経験者から「微信（WeChat）で情報発信ができるプラットフォームがあれば良い」と
いう意見が多く寄せられたことから、2017年4月に微信公式アカウントを開設しました。
　現役JET及びJET経験者が中国人ならではの目線で情報を発信しています。


